
 

申 請 概 要 

 

１ 申請者 

一般社団法人電気通信事業者協会（会長 宮川 潤一） 

 （基礎的電気通信役務支援機関。以下「支援機関」という。） 

 

２ 申請年月日 

令和５年９月 11日 

 

３ 申請の概要 

支援機関が、第一号基礎的電気通信役務のユニバーサルサービス制度に

基づく第一種交付金及び第一種負担金について次の認可を受けようとする

もの。 

 

① 電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号。以下「法」という。）第 109

条第１項の規定に基づく東日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」

という。）及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）

に交付する第一種交付金の額及び交付方法の認可 

 

② 法第110条第２項の規定に基づく第一種負担金を納付すべき接続電気

通信事業者等※ごとの第一種負担金の額及び徴収方法の認可  

※ 前年度の電気通信事業収益が 10億円を超え、かつ、加入電話との相互接続通話を提供

する電気通信事業者（令和５年８月末現在 19社） 

 

別紙１ 
（諮問時の資料と同内容） 



 

３① 法第 109条第１項の規定に基づく第一種交付金の額及び交付方法 

  

ア 第一種交付金の額 

 

支援機関は、第一号基礎的電気通信役務の提供に係る第一種交付金及び第

一種負担金算定等規則（平成 14 年総務省令第 64 号。以下「算定規則」とい

う。）第５条第１項の規定に基づき、第一種交付金の額を算定する。 

 

（１）補塡対象額 

 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 
ＮＴＴ東日本及び 

ＮＴＴ西日本合計 

加入電話に係る加入者回線（基本料） １６．９億円 １０．１億円 ２７．０億円 

第一種公衆電話に係るもの ２３．１億円 １６．８億円 ３９．９億円 

加入電話に係る緊急通報 ０．２億円 ０．１億円 ０．３億円 

合 計※ ４０．２億円 ２７．０億円 ６７．２億円 

※ 数値は表示単位未満を四捨五入しているため、合計の数値と内訳の計については一致しない場合がある。 

   （参考)昨年申請に係るＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の合計補填額 ６３．６億円 

 

注 加入電話に係る加入者回線（基本料）について 

加入電話に係る加入者回線（基本料）の原価は、算定規則第 15条第１項の規定によ

り通知された手順に基づいて算出された原価から小笠原母島ビルと大崎ビル間のき線

点ＲＴ－ＧＣ間伝送路に係る費用を除いて算定している。このため、算定規則第３条

ただし書の規定に基づく許可申請が本件申請と併せ行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（参考）ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の令和４年度基礎的電気通信役務収支表    

 （億円、括弧内は対前年度増減率） 

 ＮＴＴ東日本 ＮＴＴ西日本 

営業収益 営業費用 営業利益 営業収益 営業費用 営業利益 

加入電話 1, 362(-7%) 1,587(-6%) -225 1,326( -8%)  1,651(-5%)   -325 

 基本料 1,362(-7%) 1,586(-6%) -223 1,326( -8%) 1,650(-5%) -324 

 緊急通報 - 1(-0%) -1 - 1(+0%) -1 

第一種公衆電話 3(-0%) 25(+1%) -22     2(-0%) 17(+6%)  -16 

 市内通話 3(-0%) 25(+1%) -22 2(-0%) 17(+6%) -16 

 離島特例通信 0(-0%)  0(-0%)       -0   0(0%)        0(-0%) -0 

 緊急通報 - 0(-0%) -0 - 0(-0%) -0 

計 1,365(-7%) 1,612(-6%) -247 1,328( -8%) 1,668(-5%) -341 

 

（２）各適格電気通信事業者に対する第一種交付金の額の算定 

 

○ＮＴＴ東日本に対する第一種交付金の額 

＝ ４０．２億円 － ＮＴＴ東日本の算定自己負担額※ 

 

○ ＮＴＴ西日本に対する第一種交付金の額 

＝ ２７．０億円 － ＮＴＴ西日本の算定自己負担額※ 

 

※ ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本を接続電気通信事業者等とみなし、算定規則第 27 条第１

項及び第２項の規定を適用して第一種負担金の額を算定した場合の負担額。 

 

 

イ 交付方法 

 

（１）交付手段 

 

銀行振込（振込手数料は、支援機関が負担） 

 

（２）第一種交付金の額の通知 

 

前年度の最終算定月の３か月後から最終算定月の３か月後までの間、毎

月、各適格電気通信事業者に対して第一種交付金の額の通知を行う。 

  なお、前年度の最終算定月の３か月後に各適格電気通信事業者に対して

通知する第一種交付金の額は、算定規則第 27条第２項に規定する「残余の

額」に係るものとする。 



 

（３）第一種交付金の交付期限 

 

第一種交付金の額を通知した月の翌月までに、支援機関が各適格電気通

信事業者に対して第一種交付金を交付する。 

 

（４）各月の各適格電気通信事業者に対する第一種交付金の額の計算方法   

 

① 前年度の最終算定月の３か月後から最終算定月の２か月後までの間、

毎月、適格電気通信事業者に対して通知を行う第一種交付金の額の計算

方法 

  ＝ 第一種負担金を納付すべき各接続電気通信事業者等から納付を受

けた各月の当該適格電気通信事業者に係る第一種負担金の額の合計

額 

 当該適格電気通信事業者の補塡対象額 

×  当該適格電気通信事業者の補塡対象額＋支援機関の支援業務

に係る費用の額を補塡対象額の割合で案分した額 

 

② 最終算定月の３か月後に適格電気通信事業者に対して通知を行う第一

種交付金の額の計算方法 

＝ （第一種負担金を納付すべき各接続電気通信事業者等の当該適格電

気通信事業者に係る第一種負担金の総額 － 前年度の最終算定月の

３か月後から最終算定月の２か月後までに第一種負担金を納付すべき

各接続電気通信事業者等から納付を受けた当該適格電気通信事業者に

係る第一種負担金の総額） 

 当該適格電気通信事業者の補塡対象額 

×  当該適格電気通信事業者の補塡対象額＋支援機関の支援業務

に係る費用の額を補塡対象額の割合で案分した額 

 

  ※ 各接続電気通信事業者等の第一種負担金の総額（適格電気通信事業者ごとに算定した第一

種負担金の合計額をいう。）又は各適格電気通信事業者の第一種負担金の額に当該適格電気

通信事業者の算定自己負担額を加えた額が限度割合（３％）を超える場合は、以下の金額を

控除する。 

    「①及び②の合計額」－「算定規則第５条第２項の規定により算定した額（整数未満の端

数は、四捨五入）」 

※ ①及び②において、整数未満の端数があるときは四捨五入する。 

   また、端数処理の結果、算定した額の合計が案分する前の額と一致しない場合は、額が最

大となっているもので調整する。  

 



 

 

（５）第一種交付金の交付の特例 

 

第一種交付金の交付期限までに、第一種負担金を納付すべき接続電気通

信事業者等につき、算定規則第 22条第１項各号（会社更生法の適用等）に

規定する事由が生じた場合、同項の規定に基づき、第一種交付金を減額する

ことができる。ただし、当該事由の発生した接続電気通信事業者等から第一

種負担金の額の全部又は一部が納付された場合には、同条第２項の規定に

基づき、案分して算定した額を第一種交付金として速やかに適格電気通信

事業者に交付する。 

 

（６）支援機関の第一種交付金の交付に係る銀行口座のセキュリティ対策 

 

支援機関の第一種交付金の交付に係る銀行口座については、預金額の全

額保障、振込先の限定等のセキュリティ対策を講ずるものとする。 

 

 

ウ その他 

 

 算定規則第３条ただし書の規定に基づき、総務大臣の許可を得た場合は、

上記の記載によらず許可を得た方法により第一種交付金の額を算定し、第一

種交付金を交付することとする。



 

３② 法第 110条第２項の規定に基づく第一種負担金の額及び徴収方法  

 

ア 第一種負担金の額 

 

支援機関は、算定規則第 27条第１項及び第２項の規定に基づき、各接続電

気通信事業者等の第一種負担金の額を算定（適格電気通信事業者ごとに算定

した次の（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）の合計額）する。 

 

（ａ）最終算定月前月までの第一種負担金の額 

   当該接続電気通信事業者等の令和６年１月（予定）末～最終算定

月の前月（令和６年 11 月（予定））の月末の算定対象電気通信番号

の総数に番号単価※１を乗じた額 

 

（ｂ）最終算定月の第一種負担金の額 

   全ての接続電気通信事業者等から令和６年中に徴収すべき額（補

塡対象額に支援業務費を加えた額）から、最終算定月前月までに納

付した全ての接続電気通信事業者等の第一種負担金及び算定自己負

担額の合計額（前年度残余額を含む。）を控除した額に、接続電気通

信事業者等ごとの最終算定月の月末の算定対象電気通信番号の数が

全ての接続電気通信事業者等の算定対象電気通信番号の総数に占め

る割合を乗じた額 

 

（ｃ）当該接続電気通信事業者等の前年度残余額 

 

 

 



 

（※１）番号単価は平成 18 年総務省告示第 429 号（第一号基礎的電気通信役務の提供に係る第一種交付

金及び第一種負担金算定等規則第二十七条第一項に規定する総務大臣が別に告示する方法を定め

る件）に従って支援機関が算定。補塡対象額、支援業務費（令和５年度中の費用額（令和５年３月

に認可）から前年度の次期繰越収支差額を差し引いた額）及び前年度過不足額を合算した額を令和

６年の予測算定対象電気通信番号の総数で除した額を合算番号単価とし、合算番号単価を適格電気

通信事業者の補塡対象額の割合で案分したものを番号単価とする。 

 

①合算番号単価 ＝ 

（ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の補塡対象額の合計額＋支援業務費 

－予測前年度過不足額） 
 

令和６年の予測算定対象電気通信番号の総数 

 

＝  
（６７．２億円 ＋ ０.４億円 －（１．０億円）） 

 
２９．７億番号数 

 
＝ 2.246… 円 ⇒ ２円（整数未満四捨五入） 

 
 

②ＮＴＴ東日本 

に係る番号単価 
＝ 合算番号単価 × 

ＮＴＴ東日本の補塡対象額 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の補塡対象額の合計額 

＝ ２円     × ４０．２億円 

６７．２億円 

＝ 1.196581359… 円  ⇒ 1.19658136 円（小数点以下第８位未満四捨五入） 

 

③ＮＴＴ西日本 

に係る番号単価  
＝ 合算番号単価 × ＮＴＴ西日本の補塡対象額 

ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本の補塡対象額の合計額 

＝２円      × ２７．０億円 

６７．２億円 

   ＝ 0.803418640… 円  ⇒ 0.80341864 円（小数点以下第８位未満四捨五入） 

 

 上記番号単価は、令和６年１月～同年６月の各月末の算定対象電気通信番号に適用する。同年７

月以降の各月末の算定対象電気通信番号に適用する番号単価については、平成 18 年総務省告示第

429 号に基づき、令和６年４月に、算定対象電気通信番号の総数の増減の見込み等を勘案して修正

の要否を判断する。 



 

イ 徴収方法 

 

（１）納付手段 

 

銀行振込（振込手数料は、接続電気通信事業者等が負担） 

 

（２）負担金の額の通知 

 

接続電気通信事業者等が算定対象電気通信番号を利用した月の３か月後

に、支援機関が次に掲げる事項を接続電気通信事業者等に通知する。 

 

① 毎月の第一種負担金の額（番号単価に算定対象電気通信番号数を乗じ

た額） 

② 第一種負担金の納付期限   

③ 第一種負担金を納付する口座名義・口座番号 

   

（３）第一種負担金の納付期限 

 

接続電気通信事業者等が算定対象電気通信番号を利用した月の３か月後

の月の 25日までとする。 

 

（４）延滞金の納付 

 

第一種負担金の額に、納付期限の翌日から納付する日までの日数１日に

つき１万分の４の割合を乗じた延滞金を納付する。 

 

（５）支援機関の第一種負担金の徴収に係る銀行口座のセキュリティ対策 

 

支援機関の第一種負担金の徴収に係る銀行口座については、預金額の全

額保障、振込先の限定等のセキュリティ対策を講ずるものとする。 
 

ウ その他 

 

算定規則第３条ただし書の規定に基づき、総務大臣の許可を得た場合は、上

記の記載によらず許可を得た方法により第一種負担金の額を算定し、第一種

負担金を徴収することとする。 
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